
平成 30 年度 奥州市一般会計当初予算案のポイント 

平成 30 年１月 16 日 財務部財政課 

 

１ 予算規模 

(単位：千円、％) 

 平成30年度 平成29年度 増減額 伸び率 

予 算 総 額 55,272,800 57,864,600 △2,591,800 △4.5 

 うち一般財源額 38,274,791 39,438,893 △1,164,102  △3.0 

 (1) 予算総額は骨格予算のため4.5％の減。 

 (2) 義務的又は経常的な経費のほか、行政の継続性の確保、緊急的な課題対応等により

年度当初からの執行が必要な事業の経費についても予算計上。（当初予算で除いた政

策的経費や新規事業は６月補正で予算計上する予定。）   

 

２ 歳入の概要 

 (1) 市税は、景気の回復基調を反映し、市民税などで2.4％の増。 

   【内訳】市民税：+353,451千円、軽自動車税：+25,249千円など 

 (2) 地方消費税交付金は、平成29年度の実績見込みを反映し、0.8％の増。 

 (3) 地方交付税は、国の地方財政計画や実績等を勘案し、6.9％の減。 

（普通交付税は6.1％減、特別交付税は14.4％減） 

 (4) 国庫支出金は、社会資本整備総合交付金の減などで3.0％の減。県支出金は介護施設

等整備事業費補助金の減などで9.1％の減。 

 (5) 寄附金は、ふるさと応援寄附金の増により、9.1％の増。 

 (6) 繰入金は、財源調整のための財政調整基金や減債基金などを計画的に活用すること

としたものの、新市建設計画基金廃止などで30.1％の減。 

 (7) 市債は、道路整備事業などの普通建設事業費の減により、18.7％の減 

 

３ 歳出の概要 

 (1) 義務的経費は、人件費、扶助費、公債費のいずれも減となり、2.0％の減。 

 (2) 投資的経費は、衣川支庁舎建設工事やスマートインターチェンジ事業負担金の減な

どで 27.1％の減。 

 (3) 補助費等は、介護施設整備事業費補助金の減などで8.2％の減。 

 (4) 繰出金は、介護保険給付費の増に伴う介護保険特別会計（保険事業勘定）への繰出

金の増などにより、1.0％の増。 
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４ 予算の重点的配分 

 骨格予算ではあるものの、行政の継続性の確保、緊急的課題への対応など必要最低限の

事業について計上。 

【主な事業】 

【戦略プロジェクト】 

①人口プロジェクト（奥州市版総合戦略） 

・安定した雇用と新しい産業の創出                  

・出会いを通じた結婚支援、子育て環境ナンバーワンへ        172,458 千円 

・体験を通じた新たな奥州ファンの開拓 

・地域愛の醸成と、安心・安全に生活できる個性豊かな地域社会の実現 

②ＩＬＣプロジェクト 

・ＩＬＣ推進事業･････････････････････････････････････････････････  23,986 千円 

【協働のまちづくり第２ステージのさらなる推進】 

・地域づくり推進事業（協働のまちづくり交付金等）････････････････  202,716 千円 

・地区センター管理運営事業（地区センター指定管理料分）･･････････  300,792 千円 

・協働の提案テーブル実践事業 （総合戦略予算に含む）･････････････   11,163 千円 

【潤い豊かなスポーツライフの推進】 

・いわて奥州きらめきマラソン運営事業（総合戦略予算に含む）･･･････  30,000 千円 

・カヌージャパンカップ開催事業･･･････････････････････････････････  17,597 千円 

【子育て支援・教育環境整備】 

・子ども・子育て支援事業（給付事業等）････････････････････････  2,145,070 千円 

・学校施設整備事業（江刺南中学校屋内運動場耐震補強事業）････････   25,213 千円 

【地域産業の振興】 

・「食の黄金文化・奥州」推進事業･････････････････････････････････    4,894 千円 

・奥州ふるさと特産品返礼事業（ふるさと応援寄附金に対する返礼）･････････  195,678 千円 

・商店街活性化対策事業（商店街活性化ビジョン関連事業）･･･････････  88,139 千円 

【都市環境・生活空間・公用施設等の整備】 

・社会資本整備総合交付金事業（道路改良工事、通学路改善等）･･････  501,600 千円 

・都市基盤長寿命化事業（道路、橋りょうなど）････････････････････  590,120 千円 

    ・ラジオ難聴対策事業････････････････････････････････････････････ 127,302 千円 

 ５ 行財政改革等の取組 

 (1) 行財政改革と財政健全化の取組を予算に反映。 

 (2) 市債の抑制でプライマリーバランスは黒字。起債残高は年度末比較で45.0億円減。 

   （借入予定額 34.6億円 ― 償還元金 79.6億円＝ △45.0億円） 

 



当初予算案　資料編
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　歳　入 （単位:千円、%）

1 市税 13,166,100 23.8 12,852,414 22.2 313,686 2.4

2 地方譲与税 735,930 1.3 715,407 1.2 20,523 2.9

3 利子割交付金 18,259 0.0 9,627 0.0 8,632 89.7

4 配当割交付金 39,129 0.1 39,129 0.1 0 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 30,761 0.1 30,761 0.1 0 0.0

6 地方消費税交付金 2,146,035 3.9 2,128,923 3.7 17,112 0.8

7 ゴルフ場利用税交付金 23,705 0.0 23,705 0.0 0 0.0

8 自動車取得税交付金 106,224 0.2 106,224 0.2 0 0.0

9 地方特例交付金 61,482 0.1 50,298 0.1 11,184 22.2

10 地方交付税 18,509,695 33.5 19,877,450 34.3 △ 1,367,755 △ 6.9

11 交通安全対策特別交付金 20,663 0.0 21,325 0.0 △ 662 △ 3.1

12 分担金及び負担金 324,990 0.6 331,684 0.6 △ 6,694 △ 2.0

13 使用料及び手数料 1,306,776 2.4 1,363,097 2.4 △ 56,321 △ 4.1

14 国庫支出金 6,259,468 11.3 6,450,100 11.1 △ 190,632 △ 3.0

15 県支出金 4,894,723 8.9 5,385,233 9.3 △ 490,510 △ 9.1

16 財産収入 480,092 0.9 287,780 0.5 192,312 66.8

17 寄附金 360,903 0.6 330,904 0.6 29,999 9.1

18 繰入金 1,224,308 2.2 1,750,275 3.0 △ 525,967 △ 30.1

19 繰越金 450,000 0.8 200,000 0.3 250,000 125.0

20 諸収入 1,652,457 3.0 1,655,664 2.9 △ 3,207 △ 0.2

21 市債 3,461,100 6.3 4,254,600 7.4 △ 793,500 △ 18.7

55,272,800 100.0 57,864,600 100.0 △ 2,591,800 △ 4.5

平成30年度

予算額

名　　　　称

平成30年度　一般会計予算（案）

合　　　　　計

予算額

対前年度
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増減額

構成比構成比

平成29年度
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　歳　出  （目的別） （単位:千円、％）

1 議会費 287,025 0.5 251,762 0.4 35,263 14.0

2 総務費 6,154,811 11.1 6,653,866 11.5 △ 499,055 △ 7.5

3 民生費 18,186,342 32.9 18,503,205 32.0 △ 316,863 △ 1.7

4 衛生費 5,090,356 9.2 5,194,187 9.0 △ 103,831 △ 2.0

5 労働費 60,051 0.1 69,866 0.1 △ 9,815 △ 14.0

6 農林水産業費 4,345,207 7.9 4,907,365 8.5 △ 562,158 △ 11.5

7 商工費 1,780,603 3.2 1,904,553 3.3 △ 123,950 △ 6.5

8 土木費 4,749,155 8.6 5,057,127 8.7 △ 307,972 △ 6.1

9 消防費 1,818,386 3.3 1,800,986 3.1 17,400 1.0

10 教育費 4,261,282 7.7 4,691,031 8.1 △ 429,749 △ 9.2

11 災害復旧費 7,489 0.0 7,489 0.0 0 0.0

12 公債費 8,482,093 15.4 8,773,163 15.2 △ 291,070 △ 3.3

13 諸支出金 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

14 予備費 40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

55,272,800 100.0 57,864,600 100.0 △ 2,591,800 △ 4.5

平成29年度

予算額

名　　　　称

平成30年度　一般会計予算（案）

合　　　　　計

予算額

対前年度
伸率

増減額

構成比構成比

平成30年度
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平成30年度　一般会計予算（案）

　歳　出  （性質別） (単位:千円、％）

7,547,297 13.7 7,696,664 13.3 △ 149,367 △ 1.9

10,808,308 19.6 10,907,914 18.8 △ 99,606 △ 0.9

8,482,089 15.3 8,773,159 15.2 △ 291,070 △ 3.3

26,837,694 48.6 27,377,737 47.3 △ 540,043 △ 2.0

7,980,551 14.4 8,204,992 14.2 △ 224,441 △ 2.7

448,012 0.8 446,675 0.8 1,337 0.3

8,292,047 15.0 9,032,729 15.6 △ 740,682 △ 8.2

321,143 0.6 306,782 0.5 14,361 4.7

585,661 1.1 575,528 1.0 10,133 1.8

702,800 1.3 699,600 1.2 3,200 0.5

6,881,025 12.4 6,815,263 11.8 65,762 1.0

3,183,867 5.7 4,365,294 7.5 △ 1,181,427 △ 27.1

普通建設事業費 3,176,378 5.7 4,357,805 7.5 △ 1,181,427 △ 27.1

補助 1,829,181 3.3 1,895,772 3.3 △ 66,591 △ 3.5

単独 1,347,197 2.4 2,462,033 4.2 △ 1,114,836 △ 45.3

災害復旧事業費 7,489 0.0 7,489 0.0 0 0.0

40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

55,272,800 100.0 57,864,600 100.0 △ 2,591,800 △ 4.5

※性質別区分の見直しを行ったため、平成28年度の性質別金額は前年度公表時と変更になっております。
　 （人件費、補助費等、繰出金での区分見直し）

対前年度
伸率

平成29年度

合　　　計

内　　訳

構成比予算額

平成30年度

　　小　　計

公債費

扶助費

積立金

補助費等

維持補修費

物件費

増減額

構成比予算額

人件費

投資及び出資金

投資的経費

繰出金

貸付金

予備費
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平成30年度 一般会計予算(案)　主な事業

No 担当課 款名称 大事業名称 主な事業 新規区分
予算額
（千円）

内容

1 議会事務局 議会費 議会事務経費 議場運営システム委託料 新規 5,159
議会中継外部配信及び老朽化した議場設備の更新を行うもの。5年間の債務負担。
9月定例会から新システムに更新の見込み。映像配信はスマホ対応。

2
行財政改革
推進室

総務費 行政改革推進事務経費 行政改革推進事務費 647
行財政改革推進委員会の開催、地方分権改革提案募集に係る総務省ヒアリング旅費
等。

3 政策企画課 総務費 広報事務経費 行政情報放送委託 5,910 奥州ＦＭに行政情報の放送を委託する。

4 財政課 総務費 財政事務経費 地方公会計支援整備業務委託料 3,878 統一的な基準による地方公会計の財務書類等作成支援に係る委託。

5 財産運用課 総務費 財産管理経費 旧土地開発公社財産管理事業 146,869
旧奥州市土地開発公社所有土地の適切な管理を行うとともに、売払相当額を第三セク
ター等改革推進債の償還財源とするため減債基金に積立する。

6 財産運用課 総務費 財産管理経費 市有地分譲促進補助金 12,500 市有地を購入し住宅を新築した方に50万円補助

7 ILC推進室 総務費 ILC推進事業経費 ILC推進事業 23,986
ILC普及啓発看板の設置やILC出前講座等を実施する。H30年度は誘致に向けた政府判
断がされる見通し。

8 政策企画課 総務費 基金積立金 基金管理事業 119,563 地域振興基金の積立

9 政策企画課 総務費 定住自立圏推進事業経費 定住自立圏推進事業調整経費 405 圏域共生ビジョン懇談会の開催等

10 元気戦略室 総務費
地域６次産業化推進事業
経費

「食の黄金文化・奥州」推進事
業

4,894 地域おこし協力隊の活用費等

11 政策企画課 総務費 政策調整事務経費 地域会議関連経費 新規 1,728 奥州地域会議、各地域会議開催に係る委員報酬と旅費。

12 元気戦略室 総務費 政策調整事務経費 奥州ふるさと応援寄附事業 195,678 ふるさと応援寄附者に対する謝礼品返礼及びＰＲの実施等

13 元気戦略室 総務費
カヌージャパンカップ開
催事業経費

カヌージャパンカップ開催事業 17,597
カヌーワイルドウォータージャパンカップ／カヌースラロームジャパンカップの誘致
に係る実行委員会負担金等

14 生活環境課 総務費 交通指導事業経費 交通指導事業 22,697 交通指導隊活動事業費等

15 生活環境課 総務費 交通安全対策事業経費 交通安全対策事業 5,109 交通事故相談及び交通安全対策協議会負担金等

16 総務課 総務費 行政OA化推進事業経費 行政OA化推進事業 一部新規 416,249 電算システム等の借上料、マイナンバー制度対応に係るシステム改修費用等。

17 政策企画課 総務費 地方版総合戦略事業経費 地方版総合戦略事業 一部新規 172,458

奥州市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、「安定した雇用と新しい産業の創
出」、「出会いを通じた結婚支援、子育て環境ナンバーワンへ」、「体験を通じた新
たな奥州ファンの開拓」、「地域愛の醸成と、安心・安全に生活できる個性豊かな地
域社会の実現」の４つの基本目標達成に取り組む。
　⇒基本目標区分における個別事業及び予算額は資料No.5最終頁に掲載

18
地域づくり
推進課

総務費 国際交流推進事業経費 国際交流協会事業補助金 3,445
市内在住外国人支援事業や市民との相互交流及び異文化理解促進事業等を通じて異文
化交流・国際交流を推進する。

19 学校教育課 総務費 国際交流推進事業経費 国際交流推進事業 4,317 中学校生徒を姉妹都市に派遣し、国際社会に生きる資質を養う。

20
地域づくり
推進課

総務費 国際交流推進事業経費 多文化共生推進事業 3,761
多文化共生推進員による市内在住外国人支援事業のほか、外国人の生活利便性向上の
ための多言語による情報提供や就労支援事業を実施する。
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21 学校教育課 総務費
外国人講師招へい事業経
費

外国人講師招へい事業 35,419
幼稚園、小・中学校に外国人講師を派遣し、英語教育の充実を図るとともに、国際理
解教育を推進する。

22
地域づくり
推進課

総務費 市民活動事業経費 市民活動事業 1,043 協働のまちづくりアカデミーなどを通じて、まちづくりに携わる人材の育成を図る。

23
地域づくり
推進課

総務費 市民活動事業経費 姉妹都市交流事業 6,616
国内姉妹都市との民間交流促進事業やロイテ市・ブライテンヴァング市の公式訪問団
受入事業、青少年相互交流事業を通じ、各姉妹都市との友好親善を図る。

24
地域づくり
推進課

総務費
奥州市民憲章推進事業経
費

奥州市民憲章推進協議会事業補
助金

1,460 市民憲章を理念としたまちづくり運動の普及、啓発を推進する。

25
地域づくり
推進課

総務費
地区センター管理運営経
費

地区センター指定管理料 一部新規 300,792
地域づくり活動の拠点施設として機能させるため、５地区センターにおいて新たに指
定管理者制度を導入する。（25地区センターは前年度までに導入済。）

26
地域づくり
推進課

総務費
市民公益活動団体支援事
業経費

市民公益活動団体支援事業 4,869
市民活動支援センターによる市民公益活動団体の活性化を図り、協働のまちづくりを
推進する。

27
地域づくり
推進課

総務費 地域づくり推進事業経費 地域づくり推進事業 202,716
地域運営交付金や協働のまちづくり交付金等により、地区振興会等が行う地域づくり
活動等を支援し、地域による自主的・主体的な特色ある地域づくりを推進する。

28
地域づくり
推進課

総務費
地区センター整備事業経
費

南都田地区センター改築事業 187,224 地域づくり活動の拠点として、老朽化している南都田地区センターを改築する。

29 市民課 総務費 市民相談事務経費 市民相談事業 一部新規 11,846
消費生活相談員を配置し各種相談への対応や弁護士による無料法律相談を行う。H30
は県補助を受け、小中高生、高齢者へリーフレット等を配布して啓発活動を行う。

30 市民課 総務費 住民基本台帳事務経費 システム改修等委託料 23,503 国の施策により、住民票に旧姓併記をするためのシステム改修。全額国庫補助。

31 元気戦略室 総務費 交通運輸事業経費 交通運輸対策事業 102,564
民間路線バス及び市コミュニティバス運行補助金により、市民の交通手段の確保を図
る。

32 元気戦略室 総務費 特別会計繰出金 バス事業特別会計繰出金 73,450 バス事業特別会計への繰出金

33 納税課 総務費 納税奨励経費 納税貯蓄組合補助金 10,738
単位組合への事務費補助金。総額の６割を一般会計で、残り４割を国保特会計で措
置。

34 福祉課 民生費 社会福祉総務費 社会福祉総務費（政策） 14,573
支援が必要な人と地域のつながりを地域全体で支える基盤を構築する。成年後見制度
の普及と相談支援の窓口として「権利擁護あんしんセンター」を開設する。

35 福祉課 民生費 社会福祉総務費 社会福祉法人指導監査経費 5,153 社会福祉法に基づき市内社会福祉法人の指導監督を行う。

36 福祉課 民生費
社会福祉施設管理運営経
費

社会福祉協議会補助事業 39,826 社会福祉協議会事業補助金

37 長寿社会課 民生費 老人福祉総務費 特養ホーム等建設事業補助金 51,888 特別養護老人ホーム等建設に係る補助金(債務負担)

38 長寿社会課 民生費 老人施設入所措置経費 老人施設入所措置費 199,448 老人福祉施設入所にかかる措置費等

39 長寿社会課 民生費
在宅要援護老人援助事業
経費

訪問介護等利用者助成事業 9,996
介護保険の訪問介護、訪問入浴介護等を利用する低所得者に対して居宅介護サービス
費の本人負担額を軽減する。

40 長寿社会課 民生費
在宅要援護老人援助事業
経費

高齢者及び障がい者にやさしい
住まいづくり推進事業

6,000
身体の不自由な高齢者等が在宅で暮らせるよう住宅を改善する場合に、その費用の一
部を補助する。

41 福祉課 民生費
特別障害者手当等支給事
業経費

特別障害者手当等支給事業 42,896 在宅重度障がい児者への給付金。

42 健康増進課 民生費
重度心身障がい者医療費
支給経費

重度心身障がい者医療給付事業 328,417
重度の心身障がい者（身体障害者福祉法１級、２級等）に係る医療費の負担軽減を目
的として、一部負担金分(自己負担分)を支給する。
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43 福祉課 民生費 自立支援給付等事業経費 介護給付費等給付事業 2,102,803
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律により、障害福祉サー
ビスに要する経費を給付する。

44 福祉課 民生費 地域生活支援事業経費 地域活動支援センター事業 33,171
障がい者の自立と社会参加を促進するための創作的活動や生産活動を提供する事業者
への運営委託等。

45 健康増進課 民生費 特別会計繰出金 国民健康保険特別会計繰出金 747,083 国保特別会計（事業勘定）への繰出金

46 長寿社会課 民生費 特別会計繰出金
介護保険特別会計（保険事業勘
定）繰出金

1,669,413 介護保険特別会計（保険事業勘定）への繰出金

47 長寿社会課 民生費 特別会計繰出金
介護保険特別会計（介護サービ
ス事業勘定）繰出金

101,328 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）への繰出金

48 健康増進課 民生費 後期高齢者医療事業経費 後期高齢者医療事業 1,383,626 後期高齢者の医療事業に係る経費

49 健康増進課 民生費 後期高齢者医療事業経費 後期高齢者健康診査事業 92,334 後期高齢者の特定健康診査を実施

50 健康増進課 民生費 特別会計繰出金 後期高齢者医療特別会計繰出金 371,263 後期高齢者医療特別会計への繰出金

51
子ども・家
庭課

民生費 児童扶養手当経費 児童扶養手当支給事業 497,489 母子及び父子世帯に児童扶養手当を支給する。

52 健康増進課 民生費 子ども医療費支給経費 子ども医療費給付事業 275,429
0歳から12歳に達する日以後の最初の３月31日までの子どもに係る医療費の負担軽減
を目的として、一部負担金分（自己負担分）を支給する。

53 健康増進課 民生費 妊産婦医療費支給経費 妊産婦医療費給付事業 60,198
妊娠５カ月から出産の翌月までの妊産婦に係る医療費の負担軽減を目的として、一部
負担金分（自己負担分）を支給する。

54 健康増進課 民生費
ひとり親家庭等医療費支
給経費

ひとり親家庭等医療費給付事業 112,178
母子及び父子家庭の親子、父母のいない児童及び寡婦に係る医療費の負担軽減を目的
として、一部負担金分（自己負担分）を支給する。

55 学校教育課 民生費 保育所保育事業経費 保育所入所委託事業 1,721,165
私立保育所に入所する乳幼児の保育に係る経費（私立保育所への委託料）。国・県負
担金等1,225,562千円

56 学校教育課 民生費 保育所保育事業経費 保育所特別保育事業 193,638
保護者の就労形態の多様化に伴う保育ニーズに対応した各種保育事業の実施に係る経
費（私立保育所等への補助金）
特別支援教育・保育、延長保育、病児保育など。

57 学校教育課 民生費
子ども・子育て支援事業
経費

子ども・子育て支援事業 2,145,070
子ども・子育て支援新制度による、認定こども園や幼稚園、公立施設を利用する保護
者に対する施設型給付など。

58 教育総務課 民生費
認定こども園施設整備経
費

（仮称）前沢北こども園新築事
業

新規 29,139 認定こども園新築に係る実施設計

59
子ども・家
庭課

民生費
心身障がい児福祉推進事
業経費

療育教室及び発達支援センター
運営費等

39,683 水沢・江刺・前沢区療育教室及び発達支援センターの運営に係る経費

60
子ども・家
庭課

民生費
放課後児童健全育成事業
経費

放課後児童健全育成事業 331,757
放課後児童クラブを設置し(30カ所開設)、授業の終了後に児童厚生施設等を利用して
適切な遊び及び生活の場を与えて、児童の健全な育成を図る。

61
子ども・家
庭課

民生費
障がい児保護措置事業経
費

障がい児保護措置費給付事業 234,818 児童福祉法に基づき、障がい児福祉サービスに要する経費を給付する。

62
子ども・家
庭課

民生費 児童手当経費 児童手当支給事業 1,765,040 中学校修了前の児童がいる世帯に児童手当を支給する。

63 福祉課 民生費
生活困窮者自立支援事業
経費

生活困窮者自立相談支援事業 26,155
生活困窮者への総合的な相談及び支援に関する窓口を設置するとともに、失業等によ
り住宅を失う恐れのある者に対して有期で住居確保給付金を支給する。
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64 福祉課 民生費 生活保護扶助経費 生活保護扶助費 1,313,489
生活の困窮する世帯に対して、その程度に応じて最低限の生活を保障するとともに、
自立助長を図る。

65 福祉課 民生費 災害復興支援事業経費 災害復興支援事業 8,511

避難者に対する生活再建支援を行うとともに、被災者を含む地域住民の支え合いによ
る福祉コミュニティの確立と要援護者避難支援の体制づくりを進めるほか、市内団体
による被災者支援事業を補助する。被災者支援総合事業委託料6,620千円、被災者支
援総合事業補助金1,000千円など。

66 健康増進課 衛生費 母子保健推進事業経費 母子保健推進事業 109,169
妊婦・乳幼児健康診査、健康相談、訪問指導、各種教室を医療機関、保健所、教育委
員会、その他関係機関との連携強化のもとに実施。

67 健康増進課 衛生費 救急医療対策事業経費 救急医療対策事業 30,922

奥州医師会の当番医により在宅当番医事業の実施及び休日診療所・夜間診療所の運営
を行い、休日及び夜間における一次救急医療体制の確保を図る。また、胆江医療圏域
の二次救急医療体制を確保し維持・継続を図る。休日診療所・夜間診療所事業21,164
千円、病院群輪番制運営事業3,908千円、私的二次救急医療機関支援事業5,850千円な
ど。

68 健康増進課 衛生費 事業会計負担金等 病院事業会計負担金等 1,546,395
医療局(水沢病院、まごころ病院、前沢診療所、衣川診療所、衣川歯科診療所)への負
担金、出資金

69
水道部経営
課

衛生費 事業会計負担金等 水道事業会計負担金・出資金 943,067 水道事業会計への負担金・出資金

70 健康増進課 衛生費 特別会計繰出金
国民健康保険特別会計（直診勘
定）繰出金

11,098 国民健康保険特別会計（直診勘定）への繰出金

71 下水道課 衛生費 特別会計繰出金 浄化槽事業特別会計繰出金 115,053 浄化槽事業特別会計への繰出金

72 健康増進課 衛生費
医師養成奨学資金貸付事
業経費

医師養成奨学資金貸付事業 12,000 医師確保のため、奨学資金貸付を行う。

73 健康増進課 衛生費 予防接種事業経費 予防接種事業 270,029
ヒブ小児肺炎球菌、四種混合などの小児の定期予防接種、高齢者肺炎球菌、高齢者イ
ンフルエンザなどの定期予防接種の実施。また、小児のインフルエンザの予防接種費
用の一部を助成する。

74 健康増進課 衛生費 保健対策推進事業経費 保健対策推進事業 107,038 各種がん検診、人間ドック等を実施

75 健康増進課 衛生費 健康増進事業経費 健康増進事業 15,135
健康増進法に基づく骨粗しょう症予防検診、肝炎ウイルス検診、成人歯科健診、禁煙
支援事業等を実施し、疾病の予防と健康管理対策を推進する。

76 健康増進課 衛生費 健康増進事業経費 歯科保健事業 152
地域や学校との協働によるモデル地区指定事業への取り組みにより、歯科保健の啓発
を行う。

77 健康増進課 衛生費 健康増進事業経費 精神保健事業 2,906
相談体制の整備及び地域のゲートキーパーの養成等並びにモデル地区指定事業に取り
組むことにより自殺対策の強化を図り、心の健康づくりの推進及び共に支えあう地域
づくりに取り組む。

78 生活環境課 衛生費 環境衛生総務費 火葬場運営負担事業 51,445 奥州金ケ崎行政事務組合負担金（火葬場分）

79 生活環境課 衛生費 環境衛生事業経費 有害鳥獣捕獲等事業 3,100 鳥獣被害対策実施隊活動経費

80 下水道課 衛生費 浄化槽設置事業経費 浄化槽設置整備事業 10,560
公共下水道計画区域内の下水道認可区域外において、自己が所有又は共有し、かつ居
住する専用住宅に10人槽以下の浄化槽を設置する場合、費用の一部を補助する。

81 生活環境課 衛生費 公害対策事業経費 公害対策事業 34,672 臭気・水質・騒音・放射線測定、汚染側溝土砂処理など
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82 生活環境課 衛生費 清掃総務費
ごみ及びし尿処理施設運営等負
担事業

873,877 奥州金ケ崎行政事務組合負担金（ごみ及びし尿処理施設分、広域交流センター分）

83 生活環境課 衛生費 塵芥収集事業経費 塵芥収集事業 336,535 一般廃棄物及び資源物の収集運搬業務の委託等

84 生活環境課 衛生費 環境衛生事業経費 公衆衛生組合連合会補助金 8,647 リサイクル推進活動費等に対する補助など

85 生活環境課 衛生費
ごみ減量化促進対策事業
経費

ごみ減量化促進対策事業 4,370 資源物集団回収事業報奨金等

86 企業振興課 労働費 雇用対策事業経費 雇用対策事業 2,805
地元企業への就労促進、求職者の技術向上、職業能力開発の促進を図る。また、大学
生等のインターンシップへの参加助成を行う。

87 企業振興課 労働費
勤労者制度資金融資あっ
旋事業経費

勤労者制度資金融資あっ旋事業 4,995
勤労者及び離職者の生活安定と求職活動の円滑化を図るため、金融機関に原資を預託
して低利な融資を行うなど、必要な資金調達を支援する。

88 企業振興課 労働費
シルバー人材センター事
業経費

シルバー人材センター事業補助
金

15,903
高年齢者等に対する就業機会の確保、提供を行うシルバー人材センターの事業に対す
る補助金

89 企業振興課 労働費 勤労者関係施設運営経費
中小企業勤労者福祉サービスセ
ンター運営事業補助金

10,254
胆江地区の事業所に所属する勤労者の福利厚生を、個々の事業所に代わって実施する
社団法人中小企業勤労者福祉サービスセンターの事業に対する補助金

90 企業振興課 労働費 勤労者関係施設運営経費
胆江地域職業訓練センター運営
補助金

1,635
職業能力開発に寄与する事業を実施する胆江地域職業訓練センターの管理運営に対す
る補助金

91 企業振興課 労働費 人材育成事業経費 人材育成事業 1,135
中小企業を対象とした事務系・マネジメント系の研修に加え、ものづくり系の人材育
成を支援する。

92 商業観光課
農林水
産業費

農業関連施設管理運営経
費

江刺自然活用総合管理施設大規
模改修事業

62,090
えさし藤原の郷レストハウスの大規模改修を計画的に行っていくもの。28年度から30
年度までの３カ年事業。30年度は空調設備や電灯設備の改修等。

93 農政課
農林水
産業費

農業再生協議会運営事業
経費

農業再生協議会運営事業 37,225
経営所得安定対策推進事業及び担い手育成支援を実施する奥州市農業再生協議会に対
し、推進活動に要する経費等を補助する。

94 農政課
農林水
産業費

農業振興事業経費 産地づくり推進事業 10,230
米穀等・野菜・花き・果樹振興に係る事業を農協等と共同で実施し、農産物の産地力
強化を図り、農業所得の安定・向上を推進する。

95 農政課
農林水
産業費

農業振興事業経費 学校給食地産地消推進事業 9,741
学校給食への市農畜産物及びその加工品の利用を拡大することにより、学校給食にお
ける地産地消を推進する。

96 農政課
農林水
産業費

農業振興事業経費 経営体育成支援事業 9,975 地域の中心経営体が融資を受けて新たに機械・施設等の整備を行う場合に補助する。

97 農政課
農林水
産業費

農業振興事業経費
いわて地域農業マスタープラン
実践支援事業

30,000
地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や集落営農組織等の経営の高度
化や園芸等の産地拡大に必要な機械・施設等の整備を支援する。

98 農政課
農林水
産業費

農業振興事業経費
人・農地問題解決加速化支援事
業

1,085 地域農業の経営強化を図るため、地域農業マスタープランを作成する。

99 農政課
農林水
産業費

農業振興事業経費 農地集積・集約化対策事業 11,617
中心となる経営体に農地中間管理機構を活用し、農地集積及び分散化した農地の連坦
化を円滑に進めることにより、地域農業の経営強化を図る。

100 農政課
農林水
産業費

農業振興事業経費 産地パワーアップ事業 22,400
収益力強化に計画的に取り組む産地に対し、計画策定、農業機械のリース導入、集出
荷施設の整備等を総合的に支援する。

101 農政課
農林水
産業費

担い手育成対策事業経費 新規就農者支援事業 55,021
深刻な農業後継者不足を解消し、担い手の確保を図るため、新規就農者を支援する。
また、経営開始から５年間、農業次世代人材投資資金を交付する。

102 農地林務課
農林水
産業費

中山間地域等直接支払事
業経費

中山間地域等直接支払事業 1,040,661
中山間地域における耕作放棄地の発生防止と農業生産の維持を目的として、農業生産
条件が不利な農地に対して交付金を交付し、農用地の保全と農業農村の多面的機能の
確保を図る。
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103 農政課
農林水
産業費

水田農業対策事業経費 数量調整円滑化推進事業 14,134
需要に応じた米生産の推進により米価安定を図るとともに、転作等の水田の有効活用
による農業所得向上を図るため、生産調整及び経営安定対策を推進する。

104 農政課
農林水
産業費

地域ブランド推進事業経
費

地域ブランド推進事業 11,603
農畜産ブランドの生産体制強化、消費拡大、販路拡大を図ため、江刺りんごパワー
アップ事業、前沢牛銘柄体制強化対策事業に対し補助等を行う。

105 農地林務課
農林水
産業費

環境保全型農業直接支援
対策事業経費

環境保全型農業直接支援対策事
業

89,416
農業分野において、地球温暖化防止や生物多様性保全に積極的に貢献していくことが
重要であることから、環境保全効果の高い営農活動に取組む農業団体等に対して直接
支援を行う。

106 農政課
農林水
産業費

畜産総務費 堆肥化施設運営事業 5,906
胆沢堆肥化施設利用促進組合への補助を行う。また、胆沢堆肥化施設の受入中止に伴
う利用農家の掛かり増し費用を補助する。

107 農政課
農林水
産業費

畜産総務費 堆肥化施設整備事業 10,500
胆沢堆肥化施設の受入中止に伴い、利用農家が堆肥舎等の整備に要する費用を補助す
る。

108 農政課
農林水
産業費

畜産振興事業経費 畜産振興対策事業 5,112
産地力強化などの畜産振興を図るため、乳用牛の導入、放牧推進事業、乳用雌牛を計
画的に生産するための取り組みに対し支援を行う。

109 農政課
農林水
産業費

畜産振興事業経費
いわて地域農業マスタープラン
実践支援事業

17,100
地域農業マスタープラン等の実践のため、認定農業者や集落営農組織等の経営の高度
化や畜産等の産地拡大に必要な機械・施設等の整備を支援する（堆肥舎、トラク
ター、ロールベーラー等）。

110 農政課
農林水
産業費

牧野事業経費 草地畜産基盤整備事業 新規 21,536
収益性の向上や経営基盤強化のために草地造成、畜産施設整備に対し補助する。ま
た、胆沢牧野の草地造成等を実施する。

111 農地林務課
農林水
産業費

農業生産基盤整備事業経
費

多面的機能支払対策事業 1,031,865 地域資源の良好な保全とその質の向上を図る活動に対し支援する。

112 農地林務課
農林水
産業費

農業生産基盤整備事業経
費

基幹水利施設ストックマネジメ
ント事業

49,992
県営土地改良事業で造成された農業水利施設について、機能診断結果による部分的な
補修・更新を実施する経費の市負担金

113 下水道課
農林水
産業費

特別会計繰出金
農業集落排水事業特別会計繰出
金

893,123 農業集落排水事業特別会計への繰出金

114 農地林務課
農林水
産業費

国土調査事業経費 国土調査事業 32,360 地積調査測量

115 農地林務課
農林水
産業費

林業振興事業経費 特用林産施設体制整備事業 2,395 しいたけ生産資材の導入に対して補助する。

116 農地林務課
農林水
産業費

森林病害虫防除事業経費 森林病害虫等防除対策事業 52,035 松くい虫防除委託料

117 農地林務課
農林水
産業費

治山林道事業経費 市有林造林事業 8,946 市有林の除間伐、刈払いほか。

118 農地林務課
農林水
産業費

治山林道事業経費 造林促進事業 2,335 森林整備事業に対し嵩上げ補助する。

119 農地林務課
農林水
産業費

治山林道事業経費 広葉樹林再生実証事業 17,716 広葉樹林の伐採及び放射性物質調査を行う。

120 市民課 商工費
消費者救済資金貸付事業
経費

消費者救済資金預託 32,000 消費者救済資金貸付預託金（毎年4/1預託、3/31返還）

121 商業観光課 商工費 商業振興事業経費 商工団体事業補助金 31,500
奥州商工会議所及び前沢商工会が実施する地域経済の活性化に資する事業等に要する
経費の一部を補助する。

122 商業観光課 商工費
商店街活性化対策事業経
費

まちなか交流館運営事業 22,321
中心市街地の活性化及び市民の交流を図るため、「奥州市まちなか交流館」を設置
し、指定管理により運営する。

123 商業観光課 商工費
商店街活性化対策事業経
費

テナントミックス推進事業補助
金

12,166
大型商業施設「メイプル」内に日常生活に密着したテナントを誘致するための費用の
一部を補助する。
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124 商業観光課 商工費
商店街活性化対策事業経
費

商店街交流人口向上推進事業補
助金

2,437
大型商業施設「メイプル」地下にある教養文化施設を活用し交流人口の向上を図るた
め補助する。

125 商業観光課 商工費
商店街活性化対策事業経
費

教養文化施設運営事業補助金 32,200 大型商業施設「メイプル」地下にある教養文化施設の維持管理経費を補助する。

126 商業観光課 商工費
商店街活性化対策事業経
費

新規出店促進事業 5,000
商店街の活性化のため、新規出店する事業者に対し出店及び借上に係る経費の一部を
補助する。

127 商業観光課 商工費
商店街活性化対策事業経
費

商店街活性化事業 14,015
商店街の集客力の向上と街なかの賑わいを創出するため、商店街、商工団体等が実施
する事業を支援する。

128 企業振興課 商工費 工業振興事業経費 工業振興事業 9,217
地域企業の競争力強化を図るため、産業支援コーディネーターによる伴走型支援を行
う。

129 企業振興課 商工費 工業振興事業経費 地域産業技術高度化支援事業 11,529 岩手大学鋳造技術研究センター水沢サテライト設置に係る委託料など

130 企業振興課 商工費 工業振興事業経費 未来の活力・産業育成事業 3,000 企業間取引の拡大、共同研究による新事業の創出等を支援する。

131 企業振興課 商工費 企業誘致事業経費 企業立地促進補助金 2,406
工場等を新設した企業に対して、用地の取得に要する経費、構築物等の建設に要する
経費及び用地の賃借に要する経費等に補助金を交付する。

132 企業振興課 商工費 企業誘致事業経費 企業立地促進利子補給金 11,737
市内に工場等を新設、増設する企業が、岩手県企業立地促進資金を活用した場合に、
当該資金に係る利子補給を行う。

133 企業振興課 商工費 企業誘致事業経費 企業立地奨励工業用水補給金 110,640
企業立地推進を目的として、大量の用水活用を前提に市内工業団地等へ立地した企業
に対し、補給金を交付する。

134 商業観光課 商工費 観光振興経費 観光物産協会事業補助金 19,900 観光物産協会が実施する観光振興事業等に要する経費の一部を補助する。

135 商業観光課 商工費 物産振興事業経費 産業まつり負担金等 5,197 産業まつり等への負担金

136 商業観光課 商工費 まつり事業経費 各種まつり補助・負担金等 36,544 各区の各種まつり実行委員会等への事業補助、負担金等

137 維持管理課 土木費
交通安全施設整備事業経
費

交通安全施設整備事業 15,100
安全・安心な交通環境を形成するため、区画線、カーブミラー、ガードレール等の交
通安全施設の設置及び保全等、交通安全対策を行う。

138 維持管理課 土木費 道路維持管理経費 道路維持管理事業 181,746
安全・安心な道路環境を維持するため、道路パトロール、路面補修、側溝補修、その
他施設の修繕工事等を実施する。

139 維持管理課 土木費 道路維持管理経費 胆沢ダム関連道路維持管理事業 11,493
胆沢ダム関連道路を維持するため、春季の除雪、防護柵の設置・撤去、路肩除草等を
実施する。

140 維持管理課 土木費 除雪対策事業経費 除雪対策事業 349,897 冬期間の安全で円滑な交通を確保するため、道路の除雪を実施する。

141 維持管理課 土木費
道路ストック長寿命化事
業経費

道路ストック長寿命化事業 58,412
老朽化が進む道路構造物について、年次計画で点検を行い、計画的に修繕等を実施す
る。
H30：法面点検及びスノーシェルター撤去工事

142 土木課 土木費
社会資本整備総合交付金
事業経費

社会資本整備総合交付金道路整
備事業

392,000
野中前新山前線、老耳第２線、桜木橋大通り線及び中沢中沢前長根線の道路改良工事
並びに主要道路舗装改修工事

143 土木課 土木費
社会資本整備総合交付金
事業経費

社会資本整備総合交付金事業
（通学路改善）

109,600 通学路危険箇所対策工事

144 土木課 土木費
道路新設改良事業経費
（起債）

道路整備事業債道路整備事業 263,000 舗装改修工事、道路改良工事、現道舗装工事、側溝改修工事及び現道拡幅工事
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145 土木課 土木費
道路新設改良事業経費
（単独）

道路整備単独事業 16,245 舗装改修工事及び側溝改修工事

146 維持管理課 土木費
宅地開発指導事業経費
（単独）

宅地開発指導事業（単独） 23,686 宅地開発指導要綱に基づき市道の整備を推進する。

147 維持管理課 土木費 橋りょう維持管理経費 橋りょう長寿命化修繕事業 531,708
老朽化が進む橋りょうについて定期点検を行うとともに、橋りょう長寿命化修繕計画
に基づき、予防的な修繕等を実施する。
H30：橋りょう点検178橋、測量設計６橋、修繕工事18橋

148 維持管理課 土木費 河川管理事業経費 河川管理事業経費（経常） 75,639
国及び県からの委託を受けて堤防除草を行うとともに、市管理河川の土砂浚渫を実施
する。

149 都市計画課 土木費 道路改良事業経費 秋葉町前田線整備事業 238,303
踏切に接続する道路の拡幅工事。踏切拡幅工事を東日本旅客鉄道に委託し、工事費の
負担を行う。

150 下水道課 土木費 特別会計繰出金 下水道事業特別会計繰出金 1,370,139 下水道事業特別会計への繰出金

151 建築住宅課 土木費 公営住宅管理経費 公営住宅管理事業（経常） 67,774 住宅に困窮する低額所得者に対し、市営住宅施設にて低廉な家賃で住宅を供給する。

152 建築住宅課 土木費 公営住宅管理経費 公営住宅管理事業（政策） 48,598
劣化が進む市営住宅の長寿命化を図るため設備の改修工事等を行う。
松堂住宅ガス管・給水管改修工事、川端住宅屋上防水改修工事及び川端住宅屋上高架
水槽交換工事など

153 建築住宅課 土木費 住宅対策経費 住宅対策費 12,476 市営住宅管理システムの更新費用

154 建築住宅課 土木費 住宅対策経費 住宅改善事業 6,000
個人住宅の改修等に対し工事費の10％〔10万円限度（住宅の修繕、補修、模様替え等
の機能を維持する工事は５万円限度）〕の奨励金（商品券）交付を行う。

155 建築住宅課 土木費 住宅対策経費 耐震化支援事業 1,199
昭和56年以前に建設された住宅の簡易耐震診断希望者へ診断士を派遣し耐震診断を行
うとともに、倒壊の危険がある住宅の耐震改修を行う者に補助を行う。

156 建築住宅課 土木費 住宅対策経費 生活再建住宅支援事業 34,337
東日本大震災及び津波により被災した住宅の復旧に必要な資金の一部を補助すること
により、被災者が早期に生活再建が可能となるよう支援する。(被災住宅及び被災宅
地復旧工事補助金、復興住宅新築補助金、災害復興住宅融資利子補給金)

157 危機管理課 消防費 常備消防事業経費 常備消防事業 1,488,142 奥州金ケ崎行政事務組合負担金（消防分）

158 危機管理課 消防費 消防団活動経費 非常備消防事業 164,025 消防団活動経費

159 危機管理課 消防費 防災対策事業経費 ラジオ難聴対策事業 一部新規 127,302
地理的・地形的な要因により難聴となっている地域に中継局を整備することにより災
害時の避難情報等の速やかな伝達を可能とするもの。（29、30年度の２カ年事業）

160 教育総務課 教育費 事務局総務費 事務局総務費 新規 8,000 県立岩谷堂高校創立100周年記念事業補助金

161 学校教育課 教育費 教育振興事業経費 児童生徒心の相談等支援事業 7,648
指導員の配置により、学校を巡回指導及び不登校児童生徒への対応について指導を行
う。

162 学校教育課 教育費 教育振興事業経費 学校適応相談事業 3,781 適応支援相談員を中学校に配置し、不登校生徒へ学校適応支援を行う。

163 学校教育課 教育費 教育振興事業経費 適応指導教室運営事業 3,516
適応指導教室指導員を配置し、不登校児童生徒に対して生活指導や学習指導を通じて
集団への適応を図る。
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平成30年度 一般会計予算(案)　主な事業

No 担当課 款名称 大事業名称 主な事業 新規区分
予算額
（千円）

内容

164 学校教育課 教育費 就学援助事業経費 就学援助事業（小学校） 33,408
経済的に就学困難な要保護及び準要保護の児童の保護者に対し、学用品費、給食費、
医療費等の一部を支給。

165 学校教育課 教育費 特別支援教育経費 特別支援教育事業（小学校） 67,282 小学校に特別支援教育支援員を配置し、学校生活を支援する。

166 教育総務課 教育費 学校施設整備経費
江刺南中学校屋内運動場耐震補
強事業

25,213 江刺南中学校屋内運動場耐震補強工事

167 学校教育課 教育費 就学援助事業経費 就学援助事業（中学校） 41,132
経済的に就学困難な要保護及び準要保護の生徒の保護者に対し、学用品費、給食費、
クラブ活動費、医療費等の一部を支給。

168 学校教育課 教育費 特別支援教育経費 特別支援教育事業（中学校） 8,414 中学校に特別支援教育支援員を配置し、学校生活を支援する。

169 教育総務課 教育費 学校給食施設整備経費
（仮称）奥州南学校給食セン
ター新築事業

54,548 老朽化した学校給食センターの改築事業（設計、地質調査）

170 学校教育課 教育費 幼稚園管理運営経費 一時預かり幼稚園型事業 28,962 幼稚園で一時預かり幼稚園型を実施し、保護者に対する子育て支援の推進を図る。

171
生涯学習ス
ポーツ課

教育費 生涯学習推進事業経費 学校支援地域本部事業 2,451
学校と地域の協働を人的、物的に支援することで学校側の負担を軽減し、教師が子ど
もと向き合う時間を確保する。

172
生涯学習ス
ポーツ課

教育費
子どもの居場所づくり事
業経費

放課後子ども教室推進事業 18,889
地域の大人の協力を得ながら、安全・安心な子どもの活動場所を提供し健全育成を図
る。

173
生涯学習ス
ポーツ課

教育費 芸術文化振興事業経費 芸術文化振興事業 3,447
芸術文化祭の委託、芸術文化協会への補助等を行うことにより、文化活動の推進を図
る。

174
生涯学習ス
ポーツ課

教育費 芸術文化振興事業経費 市民参加型文化活動事業 2,072
市民参加型劇場の実施により、文化活動の推進を図る。
前沢区：奥州前沢劇場　胆沢区：奥州胆沢劇場

175
生涯学習ス
ポーツ課

教育費
子どもの読書活動推進事
業経費

子どもの読書活動推進事業 2,158
絵本の読み聞かせなどを恒常的に提供し、子どもの読書習慣の日常化や健全な発育を
図る。

176 歴史遺産課 教育費 文化財保存活用事業経費 無形民俗文化財保存活用事業 1,846 芸能団体への補助や芸能祭の開催等により、無形民俗文化財の継承発展を図る。

177 歴史遺産課 教育費
埋蔵文化財発掘調査事業
経費

市内遺跡発掘調査事業 25,630 衣川遺跡群ほかの発掘調査等を行い、埋蔵文化財の記録保存を図る。

178 歴史遺産課 教育費
埋蔵文化財発掘調査事業
経費

史跡等整備事業 145,776 国指定史跡｢胆沢城跡」の保存整備工事のほか、外郭南門等復元映像化等を行う。

179 歴史遺産課 教育費
世界遺産登録推進事業経
費

世界遺産登録推進事業（政策） 7,762 世界遺産拡張登録検討委員会等負担金ほか。

180 歴史遺産課 教育費
世界遺産登録推進事業経
費

白鳥舘遺跡発掘調査事業 3,404 白鳥舘遺跡の発掘調査を行う。

181 歴史遺産課 教育費
世界遺産登録推進事業経
費

長者ヶ原廃寺跡発掘調査事業 4,550 長者ヶ原廃寺跡の発掘調査を行う。

182
生涯学習ス
ポーツ課

教育費 保健体育総務費 保健体育総務費（政策） 19,015
チャレンジデー実行委員会負担金115千円、岩手県民体育大会等選手派遣事業補助金
2,890千円ほか。

183
生涯学習ス
ポーツ課

教育費
生涯スポーツ推進事業経
費

生涯スポーツ推進事業 1,866 各種スポーツ大会の開催により、生涯スポーツの推進を図る。

184
生涯学習ス
ポーツ課

教育費
スポーツ日本一支援プロ
ジェクト経費

スポーツ日本一支援プロジェク
ト

4,272
選手・指導者の育成強化支援により競技力の向上を図り、国内外で活躍するトップア
スリートの輩出に努める。
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単位：千円

区分 No. 個別事業名 予算額

84,963

1 やる気商業者支援事業 8,897

2 観光客誘致促進事業 14,500

3 多言語表記促進事業 2,750

4 中小企業・小規模事業者販路開拓等支援事業 14,500

5 南部鉄器等技術継承者育成及び独立創業支援事業 1,836

6 伝統工芸技術活用製品販路拡大支援事業 1,000

7 ジョブカフェ運営事業 16,776

8 ブランド牛生産拡大事業 18,500

9 新品種りんご「奥州ロマン」導入促進事業 4,000

10 「食の黄金文化・奥州」ブランド魅力強化・発信事業 2,204

10,500

11 不妊治療費助成事業 1,500

12 保育士等確保緊急対策事業 9,000

20,297

13 移住・定住促進事業 20,297

56,698

14 いわて奥州きらめきマラソン運営事業 30,000

15 市民活動支援センター体制強化事業 7,733

16 協働の提案テーブル実践事業 11,163

17 学習支援事業 1,196

18 ライフステージに応じた学習機会提供事業 6,606

172,458

平成30年度総合戦略事業（当初予算分）

(1) 安定した雇用と新しい産業の創出

(2) 出会いを通じた結婚支援、子育て環境ナンバーワンへ

(3) 体験を通じた新たな奥州ファンの開拓

(4) 地域愛の醸成と、安心・安全に生活できる個性豊かな地域社会の実現

合計
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区　　　分

財政規模 55,272,800 千円 57,864,600 千円 －

財政規模伸び率 △ 4.5 ％ 0.3 ％ 0.3 ％

歳入（伸び率）

市税（地方税） 2.4 ％ 1.0 ％ 0.9 ％

地方交付税 △ 6.9 ％ 0.1 ％ △ 2.0 ％

国庫支出金 △ 3.0 ％ 9.4 ％ 2.4 ％

繰入金 △ 30.1 ％ 48.9 ％

市債（地方債） △ 18.7 ％ △ 16.5 ％ 0.3 ％

    一般財源比率 63.0 ％ 61.9 ％ 66.9 ％

自主財源比率 34.3 ％ 32.4 ％

市債依存度 6.3 ％ 7.4 ％ 10.6 ％

歳出（伸び率）

人件費 △ 1.9 ％ △ 0.1 ％ △ 0.1 ％

公債費 △ 3.3 ％ 2.4 ％ △ 3.0 ％

普通建設事業費 △ 27.1 ％ △ 18.3 ％ 2.3 ％

歳出（構成比）

　　義務的経費 48.6 ％ 45.2 ％

　　投資的経費 5.7 ％ 11.3 ％

　　その他 45.7 ％ 43.5 ％

実質公債費比率 15.4 ％ 15.4 ％

市債残高 年度末見込額 年度末見込額 30年度末見込額

695.0億円 735.5億円 192兆円

一人当たり市債残高 58.4万円 61.3万円

当該年度中起債見込額 （34.6億円） （42.5億円）

当該年度中元金償還見込額 （79.7億円） （81.4億円）

（注）  精査の結果、計数に異動を生ずることがある。

（参考）

市債残高（全会計） 1,337億円 1,368億円

主 要 財 政 指 標

平成30年度 平成29年度 参考 地財対策

（　当　　　初　　　予　　　算）

平成29年5月31日現在 平成28年5月31日現在

資料№
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主な基金の状況 (単位：千円)

財政調整基金 減債基金 下水道償還基金 農集排償還基金 浄化槽償還基金

合併時現在高 5,631,352 1,087,598 185,179 652,352 7,556,481

17年度末現在高 1,678,219 300,005 100,000 100,000 100,000 2,278,224

18年度 18年度末現在高 701,685 346,879 101,991 179,668 142,024 1,472,247

19年度 19年度末現在高 576,739 212,631 103,085 151,495 171,244 1,215,194

20年度 20年度末現在高 481,290 337,866 104,142 118,229 197,728 1,239,255

21年度 21年度末現在高 867,361 423,010 104,357 148,023 224,125 1,766,876

22年度 22年度末現在高 2,434,024 582,537 104,465 157,940 246,450 3,525,416

23年度 23年度末現在高 4,319,629 989,304 104,747 165,522 266,298 5,845,500

24年度 24年度末現在高 5,664,860 1,529,811 104,896 178,838 288,394 7,766,799

25年度 25年度末現在高 6,414,909 1,838,611 103,138 193,886 305,942 8,856,486

26年度 26年度末現在高 7,745,956 1,370,578 103,585 208,431 321,564 9,750,114

27年度 27年度末現在高 9,085,664 1,892,456 103,823 216,430 335,860 11,634,233

28年度 28年度末現在高 9,184,418 1,881,176 103,992 218,262 347,412 11,735,260

当初予算積立額 18,023 132,830 907 4,089 28,824 184,673

当初予算取崩額 △ 968,817 △ 200,000 △ 20,000 △ 40,000 △ 60,000 △ 1,288,817

12月補正までの積立額 895 232,368 233,263

12月補正までの取崩額 △ 633,757 △ 633,757

今後積立額 71 △ 5 △ 938 △ 14,894 △ 15,766

今後取崩額 464,884 464,884

29年度末現在高見込み 8,065,717 2,046,374 84,894 181,413 301,342 10,679,740

当初予算積立額 26,820 137,846 1,378 11,604 20,780 198,428

当初予算取崩額 △ 610,642 △ 220,000 △ 20,000 △ 40,000 △ 58,000 △ 948,642

30年度末現在高見込み 7,481,895 1,964,220 66,272 153,017 264,122 9,929,526

財政調整基金等
合　計

17年度

29年度

30年度
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